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くみあいニュース(速報)  山口大学教職員組合 
（2020年 10月５日 Monday） 

第 225号（2019 年度-第４号）／電話：083-933-5034・メール：fuy-union@ma4.seikyou.ne.jp 

 

日本学術会議会員候補６名の任命拒否は学問の自由侵害 
～組合、任命拒否の撤回を求めて抗議文を送付（10/5）～ 

 

 山口大学教職員組合は１０月５日(月)、菅義偉総理大臣に対して「日本学術会議会員人事への介入に対する抗

議」として、学術会議による６名の推薦者全員をただちに任命することを求める抗議文を送付しました。 

 

 

2020年 10月 5日 

 

内閣総理大臣 菅 義偉 殿 

 

    山口大学教職員組合 

 

日本学術会議会員人事への介入に対する抗議 

 

 去る９月１６日、安倍晋三前首相の辞任を受けて首相に就任されたこと、本来であればお祝い

申し上げるべきところですが、日本学術会議会員改選に伴う推薦候補 6名の任命を、その理由を

説明することもせず拒否するという前代未聞の暴挙に強く抗議せざるを得ないこと、誠に残念な

ことであります。 

  

 日本の科学者およそ９０万人を代表する機関である日本学術会議がこれまで、学問の自由を守

りつつ日本の科学の発展に大きく貢献してきたことは誰もが知るところです。これは、学術会議

が内閣府のもとに設置され国の予算で運営されてはいるものの、1949年の創設以来、その運営・

社会への発信は時の政府の介入を受けることなく、科学者自身の総意にもとづいて行われてきた

ことによると考えます。 

 

 日本学術会議法によれば、学術会議会員は内閣総理大臣が任命する（同法第 7条）とされてい

るものの、あくまで学術会議の推薦に基づいて（同法第１7 条の定め）行われる形式的な任命権

行使であり、「任命拒否」は違憲・違法であるとの批判が高まっております。 

 

 すでに、新聞各紙・テレビ各局が、ことの重大性に鑑みて問題点を大きく指摘・報道し、大学

関係者等からの困惑と批判の声が広がっています。貴職におかれては、今回の「愚行・蛮行」と

言わざるを得ない学術会議人事への介入・拒否をただちに撤回されるよう、強い抗議とともに申

し入れるものです。 

 

                                    以 上 
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なお、全大教（全国大学高専教職員組合）は 10月 3日、政府へ抗議し撤回を求める緊急声明を発しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この他、日本科学者会議、日本私大教連、全国大学院生協議会など、科学者・大学関係者からの抗議の声が次々と

あがっています。また、ネット署名も始まり、すでに 10 万人超の賛同（10/5 現在）が集まっています。（オンラ

イン署名『菅首相に日本学術会議会員任命拒否の撤回を求めます！』）こうした動きをさらに広げる事が求められ

ます。 

 

（緊急声明）政府による日本学術会議会員の任命拒否に抗議し、その撤回を求めます 

 

 

2020 年 10 月 3 日  

 

全国大学高専教職員組合中央執行委員会  

 

 政府は 10 月 1 日、日本学術会議が推薦した会員候補者中 6 名を新会員に任命しませ

んでした。 

日本学術会議は、政府から独立して職務にあたり（日本学術会議法（以下、「法」とい

う。）第 3条）、また政府に勧告をすることができる（法第 5 条）学術機関として規定され

ています。日本学術会議の会員は、学術会議の「推薦に基づいて、内閣総理大臣が任命す

る」（法第 7 条第 2 項）となっています。会員の任命に関する従来の政府の見解は、「内

閣総理大臣が形式的な任命行為を行う」「内閣総理大臣が形式的な発令行為を行うというふ

うにこの条文を解釈しておる・・・内閣法制局に起きます法律案の審査のときにおきまし

て十分その点は詰めたところでございます」（昭和 58 年 5 月 12 日、参議 院文教委員

会。日本学術会議法一部改正時の政府答弁）というように、総理大臣による 任命は形式的

なものであるというものでした。そして現に、これまで学術会議の推薦に対する任命拒否

は一切行われて来ませんでした。このことは例えれば、日本国憲法第 6 条で「天皇は、国

会の指名に基づいて、内閣総理大臣を任命する」と規定されているのと同様であり、この

「基づいて」という表現は、日本学術会議による推薦あるいは国会による指名が総理大臣

や天皇の任命権を拘束することを意味するものです。今回の件に関し、政府は法定された

任命権の行使であるとしていますが、従来の見解とは異なる措置を採ったことについての

法解釈上の正当性の主張や、その理由について一切説明を行っていません。説明なしに法

解釈を変更し恣意的な運用を行うことは、法的安定性を著しく損なう行為です。 

日本学術会議が政府の介入を受けることなく自由に活動できることは、憲法 23 条で 定

める学問の自由が保障しなければならないもっとも重要なことのひとつです。そして学問

の自由は、個人的研究のレベルのみならず様々な組織的表現を通じて行使されるのであっ

て、今回政府が行ったことが放置され、うやむやにされるようなことがあれば、日本にお

ける学協会や大学などといった様々な組織で行われている学術活動全般に大きな否定的影

響を及ぼすものです。 

私たち国公立大学、高専、大学共同利用機関で教育研究活動を行う教員・職員で構成

する全国大学高専教職員組合は、政府による日本学術会議会員の任命拒否に強く抗議しま

す。政府に対し、速やかに今回の決定に至った理由を説明するとともに、任命拒否の撤回

を行うよう求めます。 

 


